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(１) 経営改善方策

(２) 情報管理システムの構築

(３) 民間活用方策

(４) 経営の効率化と広域化

(５) 経営効率化事業

  経営上の課題を整理し改善するには、事業の効率化・高水準化を進める必要がある。

更に今後、老朽化した施設を維持管理しながら各種施策を進めていくためには、経営コストの削減

に努め、より原価を意識した経営努力が必要であり、そのために次のような対応を行う。（表－４）

現在、経営に関する情報管理システムとして料金システムが導入されているが、施設の運転状況に

関する情報管理システムはまだ導入されていない。

今回の統合整備事業により効率的な施設運営が行われ、更に、遠方監視システムを導入することに

よって、経営の一元化、管理の一体化が可能になる。

住民に必要不可欠な公共サービスである水の供給を将来にわたってどのような形で行っていくか、

十分に検討し能率的な経営を心がけていくこととし、現在は従来の業務委託のほかは民間活用を導入

する予定はない。

経営の効率化と広域化を図るために、今回の計画で9簡易水道と3飲料水供給施設の合わせて12の水

道施設をハード統合し、新設湯湾浄水場を基幹浄水場とした有機的一体化を目指すことにより経営の

効率化と広域化を実現する。

これからの水道事業は、経営を中心にしながら拡張や改良などの施設整備を進めることが必要であ

る。

更に、村が経営する事業では透明性の確保と説明責任が求められている。これに対応するためには

住民に対するサービスの向上を念頭に計画的に事務事業を進め、情報公開を積極的に進めていく姿勢

が必要である。

  経営効率化のために次の整備を進める計画である。（表－５）



表４　経営の課題と対応策

・経営の効率化 ・情報管理システムの導入

・経営の高水準化 ・業務の標準化・マニュアル化

・組織と事務事業の見直し

・サービス水準の検討

・環境に配慮した事業運営

・経営基盤の強化 ・料金水準の適正化

・適切な資金計画の策定

・財政計画の策定

表５　経営効率化のための対策

ステムの構築

５－２  事業化計画

５－３  財政計画

経営の課題 経営改善のための対応策

経営効率化事業 事業の内容

水道管路台帳システム、設備台帳シ 施設の仕様、維持管理情報などのデータとし

て蓄積し、施設・設備の状況や履歴を確認し

て、計画的な修繕や更新が行えるシステムを

構築する。

  計画している事業の年度別事業計画は表－６の通りである。

事業計画は「安全で安定した水の供給」を基本に、効率的な施設運営を行うため12の水道施設をハ

ード統合し、新設湯湾浄水場を基幹浄水場とした有機的一体化を目指すことにより経営の一元化、管

理の一体化を図る。

  これらの事業の概算事業費は、平成28年度までの8年間で約13億円規模になる。

水道施設の高水準化のため、表－６のような事業計画を行う。これらの計画を健全な経営を持続し

ながら実施するには、事業の資金内訳や適切な料金水準などを検討し、場合によっては事業計画を見

直し、財政計画を立て直す必要がある。

財政計画は、資金計画、料金水準、建設改良事業の規模と時期によって大きく変動する。今回の財

政計画は、計画期間を平成20年度から平成29年度として検討を行うこととする。

平成26年度頃から収益的収支において料金収入の減少及び支払利息の増加等により収益が悪化する

  従って、平成26年度に20％程度の料金改定を予定している。(表－８)

と思われる。

更に、資本的収支において簡易水道統合事業の進捗により一般会計からの繰入金が増加すると思わ

れる。(表－７)








